
規則番号 題名

5 杉並区幼稚園教育職員の勤勉⼿当に関する規則の⼀部を改正する規則

6 杉並区学校教育職員の勤勉⼿当に関する規則の⼀部を改正する規則

7 杉並区会計年度任⽤講師の勤務時間、休⽇、休暇等に関する規則の⼀部を改正する規則

8 杉並区会計年度任⽤講師の給与及び費⽤弁償に関する規則の⼀部を改正する規則

令和６年杉並区教育委員会規則（令和６年３⽉２７⽇公布）



 

 杉並区幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則を公布する。 

 

 

  令和６年３月２７日 

 

 

 

 

                 杉並区教育委員会 

 

                   教育長   白 石 高 士 

  



杉並区教育委員会規則第５号

杉並区幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則

杉並区幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則（平成１２年杉並区教育委員会規

則第２３号）の一部を次のように改正する。

第４条第１項第１号中「１００分の１１７．５」を「１００分の１１２．５」に、

「１００分の１３２．５」を「１００分の１３０」に改め、同項第２号中「１００

分の５７．５」を「１００分の５５」に、「１００分の６５」を「１００分の６３．

７５」に改める。

附 則

この規則は、令和６年４月１日から施行する。



 

 杉並区学校教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則を公布する。 

 

 

  令和６年３月２７日 

 

 

 

 

                 杉並区教育委員会 

 

                   教育長   白 石 高 士 

  



杉並区教育委員会規則第６号

杉並区学校教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則

杉並区学校教育職員の勤勉手当に関する規則（平成１９年杉並区教育委員会規則

第１７号）の一部を次のように改正する。

第４条第１項第１号中「１００分の１１７．５」を「１００分の１１２．５」に、

「１００分の１３２．５」を「１００分の１３０」に改め、同項第２号中「１００

分の５７．５」を「１００分の５５」に、「１００分の６５」を「１００分の６３．

７５」に改める。

附 則

この規則は、令和６年４月１日から施行する。



 

杉並区会計年度任用講師の勤務時間、休日、休暇等に関する規則の一部を改正す

る規則を公布する。 

 

 

令和６年３月２７日 

 

 

 

 

                 杉並区教育委員会 

 

                   教育長   白 石 高 士 

  



杉並区教育委員会規則第７号

杉並区会計年度任用講師の勤務時間、休日、休暇等に関する規則の一部を改

正する規則

杉並区会計年度任用講師の勤務時間、休日、休暇等に関する規則（令和２年杉並

区教育委員会規則第７号）の一部を次のように改正する。

第１５条第１項及び第２項第１号中「慶弔休暇」の次に「、災害休暇」を、「夏

季休暇」の次に「、ボランティア休暇」を加える。

第２２条の次に次の１条を加える。

（災害休暇）

第２２条の２ 災害休暇は、会計年度任用講師の現住居が地震、水害、火災その他

の自然災害により滅失し、又は損壊したことにより、会計年度任用講師が当該住

居の復旧作業等のため勤務しないことが相当と認められる場合の休暇とする。

２ 災害休暇は、日を単位として、７日を超えない範囲内で必要と認められる期間

承認する。

３ 教育委員会は、災害休暇を承認するときは、会計年度任用講師の現住居が滅失

し、又は損壊したことを確認できる証明書等の提出を求めることができる。

第２３条の次に次の１条を加える。

（ボランティア休暇）

第２３条の２ ボランティア休暇は、会計年度任用講師が自発的に、かつ、報酬を

得ないで社会に貢献する次に掲げる活動（専ら会計年度任用講師の６親等内の血

族、配偶者、パートナーシップ関係の相手方、３親等内の姻族並びに届出をしな

いが事実上婚姻関係と同様の事情にある者及びパートナーシップ関係の相手方の

３親等内の血族に対する支援となる活動を除く。）を行うため勤務しないことが

相当と認められる場合の休暇とする。

(１) 地震、暴風雨、噴火等により相当規模の災害が発生した被災地又はその周

辺の地域における生活関連物資の配布その他の被災者を支援する活動

(２) 障害者支援施設、特別養護老人ホームその他の主として身体上若しくは精

神上の障害がある者又は負傷し、若しくは疾病にかかった者に対して必要な支

援を行うことを目的とする施設における活動

(３) 前２号に掲げる活動のほか、身体上若しくは精神上の障害、負傷又は疾病



により常態として日常生活を営むのに支障がある者の介護その他の日常生活を

支援する活動

(４) 国、地方公共団体等が主催、共催、協賛又は後援する事業を支援する活動

２ ボランティア休暇は、一の年度において、当該会計年度任用講師の１週間の勤

務日数、１月間の勤務日数又は１年間の勤務日数の区分に応じて、別表第６の２

に定める日数の範囲内で必要と認められる期間承認する。

３ 教育委員会は、ボランティア休暇を承認するときは、当該休暇に係る活動を確

認できる証明書等の提出を求めることができる。

４ ボランティア休暇の承認及び請求等の手続については、常勤の職員の例による。

第３０条中「、第２２条」を「から第２２条の２まで」に改める。

別表第６の次に次の１表を加える。

別表第６の２（第２３条の２関係）

１週間の勤務 ５日以上 ４日 ３日 ２日 １日

日数

１月間の勤務 １６日 １２日 ８日

日数

１年間の勤務 ２１７日以上 １６９日から １２１日から ７３日から１ ４８日から

日数 ２１６日まで １６８日まで ２０日まで ７２日まで

日数 ５日 ４日 ３日 ２日 １日

附 則

この規則は、令和６年４月１日から施行する。



 

杉並区会計年度任用講師の給与及び費用弁償に関する規則の一部を改正する規則

を公布する。 

 

 

令和６年３月２７日 

 

 

 

 

                 杉並区教育委員会 

 

                   教育長   白 石 高 士 

  



杉並区教育委員会規則第８号

杉並区会計年度任用講師の給与及び費用弁償に関する規則の一部を改正する

規則

杉並区会計年度任用講師の給与及び費用弁償に関する規則（令和２年杉並区教育

委員会規則第８号）の一部を次のように改正する。

第９条中第１４号を第１７号とし、第１３号を第１６号とし、第１２号を第１４

号とし、同号の次に次の１号を加える。

(１５) ボランティア休暇

第９条中第１１号を第１２号とし、同号の次に次の１号を加える。

(１３) 災害休暇

第９条第１０号の次に次の１号を加える。

(１１) 生理休暇（１回について、引き続く２日を限度とする。）

第１３条、第１４条及び第１７条中「規則」を「教育委員会規則」に改める。

第２１条第１項第１号中「当該フルタイム講師が任用される」を「引き続いて任

用される期間（区の任命権者に任用される期間に限る。）が６月に満たず、か

つ、」に、「において、」を「において」に改め、同項第６号中「６箇月」を「６

月」に改め、同条第２項第７号中「平成１９年杉並区条例第１１号」の次に「。以

下「学校教育職員給与条例」という。」を加え、同条第３項第１号中「当該パート

タイム講師が任用される」を「引き続いて任用される期間（区の任命権者に任用さ

れる期間に限る。）が６月に満たず、かつ、」に、「において、」を「において」

に改め、同条の次に次の１条を加える。

（勤勉手当の支給対象外職員）

第２１条の２ 条例第１６条の２第１項前段の教育委員会規則で定めるフルタイム

講師（同条第３項の規定により給与条例の適用を受ける職員の例により勤勉手当

を支給しないこととされるフルタイム講師を除く。）は、フルタイム講師のうち、

次に掲げるものとする。

(１) 引き続いて任用される期間（区の任命権者に任用される期間に限る。）が

６月に満たず、かつ、一の会計年度において任用される期間（区の任命権者に

任用される期間に限る。）が通算して６月に満たないフルタイム講師（教育委

員会が別に定める者を除く。）



(２) 基準日に新たに条例の適用を受けることとなったフルタイム講師（次項第

４号又は第２５条の２の規定の適用を受ける者を除く。）

(３) 法第２８条第２項各号又は休職規則第２条第３号若しくは第４号（同条第

１号及び第２号に準ずる場合を除く。）の規定に該当して休職にされているフ

ルタイム講師

(４) 法第２９条の規定により停職にされているフルタイム講師

(５) 法第５５条の２第１項ただし書に規定する許可を受けているフルタイム講

師

(６) 育児休業中のフルタイム講師のうち、支給期間において勤務した期間があ

るフルタイム講師以外のフルタイム講師

２ 条例第１６条の２第１項後段の教育委員会規則で定めるフルタイム講師は、フ

ルタイム講師のうち、次に掲げるものとする。

(１) 退職し、又は死亡した日において前項第１号及び第３号から第６号までの

規定のいずれかに該当したフルタイム講師

(２) 法第２８条第１項の規定により免職されたフルタイム講師

(３) 法第２９条の規定により免職されたフルタイム講師

(４) 退職後新たに条例の適用を受けることとなったフルタイム講師

(５) 退職後引き続いて給与条例の適用を受けることとなった者

(６) 退職後引き続いて幼稚園教育職員給与条例の適用を受けることとなった者

(７) 退職後引き続いて学校教育職員給与条例の適用を受けることとなった者

３ 条例第３０条の２第１項前段の教育委員会規則で定めるパートタイム講師（同

条第３項の規定により給与条例の適用を受ける職員の例により勤勉手当を支給し

ないこととされるパートタイム講師を除く。）は、パートタイム講師のうち、次

に掲げるものとする。

(１) 引き続いて任用される期間（区の任命権者に任用される期間に限る。）が

６月に満たず、かつ、一の会計年度において任用される期間（区の任命権者に

任用される期間に限る。）が通算して６月に満たないパートタイム講師（教育

委員会が別に定める者を除く。）

(２) 基準日に新たに条例の適用を受けることとなったパートタイム講師（次項



第４号又は第２５条の２の規定の適用を受ける者を除く。）

(３) 法第２８条第２項各号又は休職規則第２条第３号若しくは第４号（同条第

１号及び第２号に準ずる場合を除く。）の規定に該当して休職にされているパ

ートタイム講師

(４) 法第２９条の規定により停職にされているパートタイム講師

(５) 法第５５条の２第１項ただし書に規定する許可を受けているパートタイム

講師

(６) 育児休業中のパートタイム講師のうち、支給期間において勤務した期間が

あるパートタイム講師以外のパートタイム講師

(７) １週間当たりの勤務日数が２日以下で、かつ、１週間当たりの勤務時間が

１５時間３０分未満のパートタイム講師

４ 条例第３０条の２第１項後段の教育委員会規則で定めるパートタイム講師は、

パートタイム講師のうち、次に掲げるものとする。

(１) 退職し、又は死亡した日において前項第１号及び第３号から第７号までの

規定のいずれかに該当したパートタイム講師

(２) 法第２８条第１項の規定により免職されたパートタイム講師

(３) 法第２９条の規定により免職されたパートタイム講師

(４) 退職後新たに条例の適用を受けることとなったパートタイム講師

第２２条中「前条第１項第６号」を「第２１条第１項第６号」に改め、同条第２

号中「前条第１項第４号」を「第２１条第１項第４号」に改め、同条第４号中「第

２条第１項第１号に掲げる場合に該当し職務に専念する義務を免除され、職員団体

若しくは労働組合の会合その他の業務（同号ウ又はエに掲げるものに限る。）に参

加していた期間（以下「職員団体会合等参加期間」という。）又は同項第４号」を

「第２条第１項第４号」に改め、同条に次の１項を加える。

２ 前条第１項第６号及び同条第３項第６号の勤務した期間は、次の各号に掲げる

期間以外の期間とする。

(１) 育児休業中の会計年度任用講師として在職した期間

(２) 前条第１項第４号及び同条第３項第４号に掲げる会計年度任用講師として

在職した期間



(３) 休職にされていた期間

(４) 職免条例第２条の規定により職務に専念する義務を免除され、かつ、第１

０条第３項の規定による承認を受けていない期間（講演等を行った期間を除

く。）

(５) 私事欠勤等の取扱いを受けた期間

(６) 会計年度任用講師勤務時間規則第２６条に規定する介護休暇（以下「介護

休暇」という。）により勤務しない期間

(７) 会計年度任用講師勤務時間規則第２９条の２に規定する組合休暇（以下

「組合休暇」という。）により勤務しない期間

第２３条の次に次の１条を加える。

（勤勉手当の支給割合）

第２３条の２ 条例第１６条の２第２項及び第３０条の２第２項の教育委員会規則

で定める支給割合は、支給期間におけるその者の条例の適用を受ける会計年度任

用講師として在職した期間（以下「勤務期間」という。）におけるその者の欠勤

等日数の区分に応じ、杉並区幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則（平成１２

年杉並区教育委員会規則第２３号）別表第１に定める割合に次項に規定する成績

率を乗じて得た割合とする。

２ 成績率は、会計年度任用講師の勤務成績により、教育委員会が特別区人事委員

会の承認を得て定める割合とする。

３ 第１項の規定にかかわらず、勤務期間において、教特法第１４条に掲げる事由

に該当して休職にされている期間（以下「結核休職期間」という。）のある会計

年度任用講師の支給割合は、勤務期間におけるその者の次の各号に掲げる会計年

度任用講師の区分に応じ当該各号に定める割合に前項に規定する成績率を乗じて

得た割合とする。

(１) 欠勤等日数が７０日未満の者 １００分の１００

(２) 欠勤等日数が７０日以上の者（次号及び第４号に掲げる者を除く。） １

００分の８０

(３) 欠勤等日数が７０日以上で、勤務期間中の結核休職期間以外の期間に第２

４条の２第１項に規定する欠勤等の期間（結核休職期間を除く。）及び同条第



３項に規定する部分休業等により勤務しない時間がない者（次号に掲げる者を

除く。） １００分の１００

(４) 勤務期間中に第２４条の２第１項に規定する欠勤等の期間以外の期間がな

い場合又は勤務期間中に同項に規定する欠勤等の期間及び同条第３項に規定す

る部分休業等により勤務しない時間がある場合において、勤務期間（次条第１

項に規定する週休日等を除く。）から欠勤等日数を減じた日数が１日未満とな

る者 ０

第２４条の見出し中「欠勤等日数」を「期末手当の欠勤等日数」に改め、同条第

１項中「前条」を「第２３条」に改め、「。以下」の次に「この条及び第２５条に

おいて」を加え、「があるときは」を「があるときは、」に改め、同項第５号ア中

「平成４年杉並区条例第１号」の次に「。以下「育児休業条例」という。」を加え、

同号イ中「杉並区職員の育児休業等に関する条例」を「育児休業条例」に改め、同

項第６号中「職員団体会合等参加期間、」を削り、同条第３項中「規定する部分休

業」の次に「（以下「部分休業」という。）」を加え、「以下」を「第２５条にお

いて」に改め、同条の次に次の２条を加える。

（勤勉手当の欠勤等日数）

第２４条の２ 第２３条の２の欠勤等日数は、勤務期間中の次に掲げる期間（第３

項の規定の適用を受けるものを除く。以下この条及び第２５条の２において「欠

勤等の期間」という。）ごとに当該欠勤等の期間から週休日等を除いた日におけ

る１日の所定の勤務時間について勤務しない時間を合計した時間を７時間４５分

をもって１日（第８号に掲げる期間にあっては、２日）として換算した日数（１

日未満の端数の時間があるときは、これを切り捨てた日数とする。）を合計した

日数とする。

(１) 法第２８条第２項各号の規定に該当して休職にされている会計年度任用講

師として在職した期間

(２) 休職規則第２条第３号及び第４号（同条第１号及び第２号に準ずる場合を

除く。）の規定に該当して休職にされている会計年度任用講師として在職した

期間

(３) 第２１条の２第１項第４号及び同条第３項第４号に掲げる会計年度任用講



師として在職した期間

(４) 第２１条の２第１項第５号及び同条第３項第５号に掲げる会計年度任用講

師として在職した期間

(５) 育児休業（次に掲げるものを除く。）中の会計年度任用講師として在職し

た期間

ア 当該育児休業の承認に係る期間の全部が子の出生の日から育児休業条例第

３条の２に規定する期間内にある育児休業であって、当該育児休業の承認に

係る期間（当該期間が２以上あるときは、それぞれの期間を合算した期間）

が１月以下であるもの

イ 当該育児休業の承認に係る期間の全部が子の出生の日から育児休業条例第

３条の２に規定する期間内にある育児休業以外の育児休業であって、当該育

児休業の承認に係る期間（当該期間が２以上あるときは、それぞれの期間を

合算した期間）が１月以下であるもの

(６) 職免条例第２条の規定により職務に専念する義務を免除され、かつ、第１

０条第３項の規定による承認を受けていない期間（講演等を行った期間を除

く。）

(７) 組合休暇より勤務しない期間

(８) 会計年度任用講師勤務時間規則第１４条の２に規定する病気休暇（以下

「病気休暇」という。）により勤務しない期間（次号に掲げる期間を除く。）

(９) 引き続く７日以上にわたらない病気休暇の取扱いを受けた期間（以下「短

期の病気休暇の期間」という。）のうち、勤務期間における短期の病気休暇の

期間（短期の病気休暇の期間の初日の属する月（当該初日が基準日である場合

には、基準日の前日の属する月）の数が勤務期間において３以上ある場合に限

る。）

(１０) 会計年度任用講師勤務時間規則第２１条に規定する生理休暇により勤務

しない期間（条例第９条第１項の規定により給与が減額される期間並びに条例

第２３条第１項又は第２項の規定により報酬が減額される期間及び同条第３項

の規定により報酬が支給されない期間に限る。）

(１１) 介護休暇により勤務しない期間



(１２) 私事欠勤等の取扱いを受けた期間

(１３) 結核休職期間

２ 前項に定めるもののほか、支給期間において勤務期間以外の期間がある会計年

度任用講師に係る同項の欠勤等日数の算定に当たっては、当該期間から週休日等

に相当する日を除いた日数を同項の合計した日数に加算する。

３ 前２項に定めるもののほか、第１項の欠勤等日数の算定に当たっては、１日の

所定の勤務時間の一部について、職免条例第２条の規定により職務に専念する義

務を免除されたことにより勤務しない時間（減免基準第２条に規定する承認を受

けていない時間（講演等を行った期間を除く。）に係るものに限る。）、病気休

暇、介護休暇、会計年度任用講師勤務時間規則第２８条に規定する介護時間（以

下「介護時間」という。）若しくは組合休暇により勤務しない時間、私事欠勤等

の取扱いを受けた時間又は部分休業により勤務しない時間（第２５条の２におい

て「部分休業等により勤務しない時間」という。）があるときは、教育委員会が

別に定めるところにより、日又は時間に換算し、第１項の換算した日数、合計し

た日数又は勤務しない時間に加算する。

４ 第１項及び前項の規定は、介護休暇により勤務しない期間については、日を単

位として承認された場合における勤務しない期間から週休日等を除いた日と時間

を単位として承認された場合における勤務しない時間を７時間４５分をもって１

日として換算した日及び１日未満の端数の時間（パートタイム講師として在職し

た期間にあっては、日を単位として承認された場合における勤務しない期間から

週休日等を除いた日における勤務しない時間と時間を単位として承認された場合

における勤務しない時間を合計した時間を会計年度任用講師勤務時間規則第２条

第２項の規定により定められたその者の１週間当たりの勤務時間を３８.７５で

除して得た数（以下「パートタイム講師に係る算出率」という。）で除して得た

時間を７時間４５分をもって１日として換算した日及び１日未満の端数の時間と

する。）を合計した日及び時間が３０日を超えない場合は、適用しない。

５ 第３項の規定は、介護時間又は部分休業により勤務しない時間については、そ

れぞれ７時間４５分をもって１日として換算した日及び１日未満の端数の時間

（パートタイム講師として在職した期間において介護時間又は部分休業により勤



務しない時間にあっては当該勤務しない時間をそれぞれ合計した時間をパートタ

イム講師に係る算出率で除して得た時間を７時間４５分をもって１日として換算

した日及び１日未満の端数の時間とする。）を合計した日及び時間が３０日を超

えない場合は、適用しない。

６ パートタイム講師として在職した期間中の欠勤等の期間に対する第１項の規定

の適用については、同項中「勤務しない時間」とあるのは、「勤務しない時間を

会計年度任用講師勤務時間規則第２条第２項の規定により定められたその者の１

週間当たりの勤務時間を３８.７５で除して得た数で除して得た時間」とする。

（減額率）

第２４条の３ 勤務期間において次に掲げる事由（以下「減額事由」という。）が

ある者に対する第２３条の２第１項及び第３項の規定の適用については、これら

の規定中「成績率を乗じて得た割合」とあるのは、「成績率を乗じて得た割合に

１００分の１００から杉並区幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則別表第２に

掲げる当該減額事由に応じそれぞれの割合を減じて得たものをそれぞれ乗じて得

た割合」とする。

(１) 私事欠勤等の取扱いを受けた期間があること。

(２) 法第２９条の規定により停職にされたこと。

(３) 法第２９条の規定により減給にされたこと。

(４) 法第２９条の規定により戒告にされたこと。

２ 前項第１号の私事欠勤等の取扱いを受けた期間は、日（パートタイム講師とし

て在職した期間にあっては、当該期間における私事欠勤等の取扱いを受けた時間

をパートタイム講師に係る算出率で除して得た時間を７時間４５分をもって１日

として換算した日とする。）を単位として計算する。この場合において、１日の

所定の勤務時間の一部について私事欠勤等の取扱いを受けたことがあるときは、

当該私事欠勤等の取扱いを受けたことを教育委員会が別に定めるところにより日

に換算する。

３ 前２項の規定により算定した支給割合に１,０００分の１０未満の端数があると

きは、その端数を切り捨てるものとする。

第２５条の見出し中「欠勤等日数」を「期末手当の欠勤等日数」に改め、同条中



「前２条」を「第２３条及び第２４条」に改め、同条第３号中「杉並区学校教育職

員の給与に関する条例」を「学校教育職員給与条例」に改め、同条の次に次の１条

を加える。

（勤勉手当の欠勤等日数の算定の特例）

第２５条の２ 給与条例適用職員等が、引き続き条例の適用を受ける会計年度任用

講師（基準日又は基準日前１月以内に給与条例適用職員等を退職し、会計年度任

用講師となった者を除く。）となった場合においては、条例適用前の区の職員と

して在職した期間、欠勤等の期間に相当する期間、週休日等に相当する日、１日

の所定の勤務時間に相当する時間、部分休業等により勤務しない時間に相当する

時間及び減額事由に相当する事由を、それぞれ条例の適用を受ける職員として在

職した期間、欠勤等の期間、週休日等、１日の所定の勤務時間、部分休業等によ

り勤務しない時間及び減額事由とみなして、第２３条の２、第２４条の２及び第

２４条の３の規定を適用する。

第２６条の見出し中「期末手当基礎額」を「基礎額」に改め、同条第１項中「第

１６条第２項」の次に「及び第１６条の２第２項」を加え、「規則」を「教育委員

会規則」に、「期末手当基礎額」を「基礎額」に改め、同条第２項中「期末手当基

礎額」を「基礎額」に改め、同条第３項中「第３０条第２項」の次に「及び第３０

条の２第２項」を加え、「規則」を「教育委員会規則」に、「期末手当基礎額」を

「基礎額」に改め、同条第４項から第６項までの規定中「期末手当基礎額」を「基

礎額」に改める。

第２７条の見出し中「期末手当の」を削り、同条第１項中「及び」を「、第１６

条の２第１項、」に改め、「第３０条第１項」の次に「及び第３０条の２第１項」

を加え、「期末手当の」を削り、同項第１号及び第２号中「期末手当」の次に「及

び勤勉手当」を加える。

第２８条第５項に次の１号を加える。

(４) 条例第３０条の２に規定する勤勉手当の額の算出の基礎となる地域手当に

相当する報酬額

第２９条第２項中「規則」を「教育委員会規則」に改める。

附 則



１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。

２ 改正後の第９条第１１号の規定は、杉並区会計年度任用講師の勤務時間、休日、

休暇等に関する規則（令和２年杉並区教育委員会規則第７号）第２１条の規定に

よる生理休暇の期間が令和６年４月１日の前後にまたがっている場合には、同日

以後の期間について適用し、同年３月３１日以前の期間については、なお従前の

例による。
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